（別紙２）

予算要求資料
平成29年度当初予算　　款：民生費　項：国民健康保険費　目：国民健康保険指導費　　　
	事業名　国民健康保険広域化等支援基金積立金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部地域福祉国保課国民健康保険係　電話番号：058-272-1111（内2676）

　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　
１　事業費　　11,734千円（前年度予算額：12,236千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	12,236
	0
	0
	0
	1,236
	0
	11,000
	0
	0

	要求額
	11,734
	0
	0
	0
	734
	0
	11,000
	0
	0

	決定額
	11,734
	0
	0
	0
	734
	0
	11,000
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
市町村の国民健康保険（以下、「国保」という）事業の運営の広域化及び国保財政の安定化に資するため、県は広域化等支援基金を設置し、国保財政の広域化等を推進し、市町村国保の運営の安定化を図る。
（２）事業内容

　　市町村からの要望に応じて、基金を取崩し、下記の事業を実施している。運用益及び貸付金の償還金は、すべて基金に積み立てている。
　　○保険財政広域化事業
    ［貸付事業］
国保事業の運営の広域化等の際に、市町村の間で保険料に格差があることから、保険料の引き上げが必要となった市町村に対して、急激な引き上げを緩和するために必要な費用に充てるため、貸付事業を行う。
［交付事業］
広域化等に伴う事務経費、広報啓発事業に必要な経費その他広域化等の立ち上げに必要な費用に充てるため、交付事業を行う。
○保険財政自立支援事業
　　［貸付事業］
市町村の行う国保事業において、見込みを上回る給付費の増大や通常の努力を行ってもなお生じる保険料の収納不足等により、国保の財政における収支の不均衡が見込まれる場合、当該財政不足額の一時的な補填に必要な費用に充てるため、無利子貸付を行う。
○要求額（11,734千円）の内訳は次のとおり。

【貸付金償還額】計　11,000千円（償還元：大野町）
・平成24年度に保険財政自立支援事業で55,000千円を貸付（無利子）

償還計画:平成26年度～30年度の５ヶ年で、毎年度11,000千円。

【基金運用収入】計　 734千円
・平成27年度末残高　　　  588,744,311円                   …①

・平成28年度貸付金償還金　 11,000,000円（Ｈ29.3月末積立）…②

・平成28年度運用収入(予定)　  735,930円（Ｈ29.3月末積立）…※③

  ※③：588,744,311円(①）×0.125％×365日/365日＝735,930円
・平成28年度基金取崩（予定）【納付金等算定委託】3,847,100円…④
・平成28年度末残高（見込）　596,633,141円…⑤（＝①＋②＋③－④）

・平成29年度貸付金償還金　　 11,000,000円…⑥
　596,633,141円(⑤)　　×0.123％(※)×365日/365日＝733,858円…⑦
  11,000,000円(⑥）    ×0.123％(※)×  0日/365日＝      0円…⑧
　⑦＋⑧＝733,858円　 (※)預託利率は、H28.9.30現在のＣＤ中値
（３）県負担・補助率の考え方
毎年度の積立額は、県基金の運用収益と貸付金の償還金のみである。

（４）類似事業の有無
    国民健康保険財政安定化基金積立金

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	積立金
	11,734
	上記２（２）のとおり

	合計
	　11,734
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　市町村の国民健康保険事業の運営の広域化及び国民健康保険の財政の安定化に資するため、県は国民健康保険広域化等支援基金を設置し、国民健康保険財政の広域化等を推進し、市町村国民健康保険の運営の安定化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	積立額は、運用収益と貸付金の償還金のみであり、指標にはなじまない。


（前年度の取組）

	・基金の運用益1,269,852円及び平成21年度及び平成24年度に大野町に貸し付けた保険財政自立支援事業の償還金27,000,000円　計28,269,852円を積み立てた。
　また、県内同一の保険料算定方式を設定した場合の市町村ごとの保険料賦課総額や標準保険料率等の試算に必要な経費4,875,120円に対し、基金を取崩して充当した。


（前年度の成果）

	・基金に運用益及び償還金を積み立てたことにより基金総額が増額し、今後の貸付事業等を行ううえで必要な資金枠の拡大が図れた。
　また、県内同一の標準保険料率の試算を行うなど、国保運営の広域化等に向けた検討を進めることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○

	　市町村国保財政が厳しい状況にある中、基金に運用益及び償還金を積み立てることにより基金総額が増額し、今後の貸付事業等を行ううえで必要な資金枠の拡大が図れることから、非常に重要度が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○

	　基金を積み立てることにより、市町村からの要望があった場合に貸付が可能な資金枠が確保できた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　○

	　基金は、毎年度、最も確実かつ有利な方法で保管・運用している。


（今後の課題）

	・国保財政運営の責任主体が都道府県になることを契機に平成30年度から「国保財政安定化基金」の活用が可能になるため、今後の本基金の取り扱いについて、厚生労働省での検討状況を注視していく必要がある。



（次年度の方向性）
	・次年度以降も基金に運用益及び償還金の積み立てを行いつつ、国における基金の取り扱いの検討状況について注視していく。


